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の障害として、工業製品への内需が小さいこと、農業生産性が低いこと（工業部門への食糧や原料、労働力の供給に問題） 、金融へのアクセスがないこと、インフラが貧弱なこと、教育を受けた労働者が少ないこと、科学技術の水準が低いことなど、開発経済学の歴史上、多くの要因が議論されてきた（参考文献①） 。興味深いことに、二〇〇二年より高い経済成長率を記録してきたインドにお て、の阻害要因の候補カタログに新たに加わったものがある。土地である。　
ある報告書は、インフラ・プロ
ジェクトを迅速に遂行するうえでのもっとも大きな障害はなにかと問えば、土地だ、と多くの政策担当者や企業関係者が答えるだろう
と指摘している（参考文献②） 。実際、同報告書によると進捗に遅れのあるプロジェクトのうち七〇％の遅延理由は土地 あ いう。広大なインドですでに土地が不足しはじめたというのだろうか。　
そうではない。民間企業による
投資活動が活発化する かで 土地の再配分に問題が生 ているのである。登記などの制度整備が不十分なこともあり、企業 不動産市場において工場用敷地などその必要とする土 を購入することは必ずしも容易 はなく、とく 外国企業の場合は、州政府など公的部門が土地収用を行って設けた工業団地に土地を求め、政府や公社から購入するケースが多い。しかし、土地収用は強権的に土地を所有者から取り上げるものなのでどの国でも多かれ少なかれ困難を
ともなうが、インドでも経済成長の陰で、土地収用をめぐる紛争が二〇〇〇年代に入って顕著に社会問題化してきているのである。　
はたして土地収用問題には具体
的にどのような例があるのか なぜ土地収用をめぐる紛争が頻発しているのか、そしてそれらの問題はインドの社会経済発展 今後にどのように影響すると考えら るだろうか。●土地収用における対立構図　
土地収用問題を考えるうえでま


































































































題がある。昨今の腐敗問題に対する世間の批判の広まりもあり、多数の住民や農民の犠牲にお て少数の民間企業 利益 ために、そして腐敗した中央政府や州政府が自らの利益のために、土地収用を強引に推し進めているという不信感が少なからず存在するよう思われる（写真を参照） 。　
第五に、社会の権利意識の変化
の問題がある。土地収用は、以前は基本的に財産権の問題と捉えられてきたが、大規模な の場合は住民たちが生活手段や社会的紐帯を根こそぎ奪わ ために、一九八〇年代から最高裁が拡大解釈をして広く認めてきた 存権（
right to life ）の問題として
も捉えられるようになってき いる。そのため、補償額 加え 、収用手続は適切か、立ち退きを迫られる住民の生活をどうするか、土地所有者ではないが収用対象地で慣習的に社会の一員として生活してきた住民の権利をどう考えるかといった問題が、以前より明示的に議論されるよう なってきている。
●おわりに　
以上、内外の民間企業による投
資を呼び込み、さらなる工業化を図るという観点からは、土地の問題は、プロジェクトの遅延や収用補償の遡及的請求など、インドにおいて小さくない懸念材料となっている。こ ような状況が生じている原因として 公 部門主導から民間部門主導に開発戦略が転換し政府の役割が変化したこ や国民の権利意識が深化 きていることを背景に、一方で、民間企業の活動が活発化して製造業やインフラ ための土地需要が増え、他方で、雇用の非正規 など経済自由化のいわば負の側面も次第にあらわとなり 土地収用 めぐる制度上の諸欠陥と絡みあって、事態を深刻化させていると理解することができる。　
先に触れたヒラクド・ダムのセ
メント入れを直々に行った初代首相ネルーが立ち退きを強いられた住民に向けて述べた次の言葉はよく知られている。 「もしわれわれが苦しまねばならないとするならば、国のために苦しむべきである」 。当時は、政治的な独立に加えて経済的な独立を目指し、インドという新しい国民国家を設立す
る、という理想がおそらくは広く共有されていた頃であり、偉大なる指導者のこの言葉は多くの新生インド国民の胸をあるいは打ったかもしれない。では、それから半世紀あまりたった今この段階で、誰が何のために苦しむ と 社会として許容するのか、 いかえると、誰のため そ て何のため土地収用であり、経済発展 のかという問いに、 インドはどう答え、どう進んでいくのだろう 。　
インド政府はさしあたり、現行
法に代わる新法の制定 努力している（参考文献⑥） 。具体的には、土地収用を行う要件と手続を厳格化し、 補償額の算出方 を改善し立ち退くことになる人々のリハビリテーションの仕組みを充実されることなどを意図した新法案が二〇一一年九月に下院に上程された。同法案の内容にもさまざまな議論があり、昨年の会期では成立は見送られたが、二〇一三年二月にはじまっ 会期において再び審議される予定であり（
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その行方がまずは注目される。（さとう
　
はじめ／アジア経済研究
所
　
南アジア研究グループ）
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